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日本教育社会学会および会員は、人間の尊厳を重視し、基本的人権を尊重すべき責任を有している。その活動は、人間の幸福と社会の福祉に貢献することを目的とする。

会員は、学問水準の維持向上に努めるのみならず、教育という人間にとって枢要な営みを対象としていることを深く自覚し、自らの行為に倫理的責任をもたなければならない。

会員は、学問的誠実性の原理にもとづき、正直であること、公正であることに努め、他者の権利とその成果を尊重しなければならない。

会員は、専門家としての行為が、個人と社会に対して影響があることを認識し、責任ある行動をとらなければならない。

学会および会員は、この宣言を尊重して行動し、宣言の精神を広く浸透させるよう努めなければならない。

2001年10月８日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本教育社会学会




２．宣言の主旨

　全体が５つの段からなる宣言（案）の主旨は、以下の通りである。

＊第１段

　　第１段では、学会として、あるいは会員として重視する価値理念を謳っている。

　　主語に、日本教育社会学会とその会員の両方が並んでいる点は、個々の会員のみならず、学会としてもそうした価値理念を尊重し、重視する姿勢を示したものである。その点で、個々人の活動を超えた学会としての活動も、この宣言に沿って行うことが求められる。

　　価値理念の一つは、「人間の尊厳の重視」とそれをベースにした「基本的人権」の尊重である。二つ目は、「人間の幸福と社会の福祉」であるが、この宣言では、これを活動が目指すべき目的に位置づけている。

＊第２段

　　第２段では、第１段の理念に基づいて会員が果たすべき責任を述べている。

　　会員には、「学会」という研究団体の一員として学問水準の維持向上につとめる責任がある。しかし、のみならず、会員には、研究および活動の対象が人間とその教育であることにおいて、特に強く「倫理的責任」が課せられている。これが、この段の主旨である。

　　この段における「倫理的責任」とは、第１段で示されている「人間の尊厳を重視し、基本的人権を尊重する責任」「人間の幸福と社会の福祉に貢献することを目的に活動する責任」である。

　　「自らの行為に」と謳っているのは、抽象的なレベルで「責任がある」に止まらず、活動に関わる個々の行為において、常に、具体的に責任が問われていることを意味している。

＊第３段

　　第３段と第４段では、専門家として遵守すべきことを定めている。ここで言う「専門家」には、当然ながら「研究者」のみならず「院生」や「企業人」なども含まれる。

　　第３段のキーワードは「学問的誠実性」である。「学問的誠実性」は、英語で、academic integrityとして表記される概念であり、「正直（honest)」「公正さ(fair)」「信頼(respectful)」という意味を含んでいる。宣言では、この意味合いを明確に表現するために、「学問的誠実性」という用語を用いるとともに、その内実を「正直」「公正」「他者の権利とその成果の尊重」として表現した。

　　「他者の権利とその成果を尊重しなければならない」とした部分について特に留意すべきは、尊重すべきものとして他者の「権利」のみならず「成果」をあげている点である。この背景には、本学会内はもとより、本学会外部にまで広がる専門家集団内の学問的成果の尊重は、「学問的誠実性の原理」の根幹に関わる重要な事項であると認識がある。「学問的誠実性」は、一つには、研究の対象者等、専門家以外の人々に対するものである。しかし、同時に、専門家集団内部のものでもある。宣言の中に「成果」の一言を入れたのは、このような専門家集団内部の「学問的誠実性」を強調することを意図してのことである。

＊第４段

　　この段では、第３段に続き、専門家として遵守すべきことを謳っている。

　　調査の実施や研究成果の公表、種々の社会的活動等、会員の活動とその成果は、会員が専門家であればこそ、個人や社会に対して強く影響する。特に、教育社会学の場合、その学問的性格からして、この傾向が顕著である。この段は、であればこそ、会員は自らの行為の影響を自覚し、責任ある行動をとる必要があることを述べている。なお、影響の対象に「個人と社会」があげられているが、当然ながら「教育」という営みも社会の一部としてこれに含まれる。

＊第５段

　　この段では、「学会」と「会員」が、ともに、この宣言に対してどのような構えで臨むべきかを定めている。

　　この段において特に留意すべき点は、学会も会員も、単にこの宣言を尊重して行動するのみならず、さらに一歩、踏み込んで、宣言の精神を広く浸透させるよう努力すべきであるとしている点である。この場合、浸透のさせ方については、学会としても、また、会員としても、様々な方法が想定される。たとえば、学会として行い得る方法として、宣言の周知・徹底のための広報活動が考えられる。また、研究倫理に関する教育・啓発活動も考えられる。さらに、「宣言」を「綱領」や「規定」に整備していくこともその方法として想定される。一方、会員として行い得る方法としては、折にふれて互いに啓発し合うことはもちろんのこと、場合によっては他者に対して倫理の遵守を求めることもこの方法となる。いずれにしても、この段は、宣言により実効性をもたせることを意図して起案されている。

